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将来の施設の更新費用（資産維持費）を計上し、資金を確保したいところではあるが、今回
の改定では、下記のとおり給水原価＝供給単価となる水準に料金設定をするのが目標。

第１回水道事業審議会のまとめ
水道事業の現状と課題

給水原価＞供給単価となり原価割れを起こしているため、売れば売るほど赤字が拡大
する状態が続いている。令和８年度からは県水の受水単価が値上げされることから、
料金回収率はさらに低下するものと見込まれる。

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６
（決算見込）

給水原価a 119.47円 122.74円 131.75円 137.29円 140.50円

供給単価b 112.11円 124.27円 113.10円 125.81円 126.01円

料金回収率(b/a) 93.84％ 101.25％ 85.84％ 91.64％ 89.69％
※Ｒ２・Ｒ４は２調定分の基本料金減免実施のため供給単価が一時的に低下している

※ ※
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総括原価の配賦

3

第１回水道事業審議会で確定した総括原価を、費目ごとに分け、基本料金と水量料金で
それぞれどのくらいの収入を得たいかを決定する。



総括原価の配賦

以下に、（公社）日本水道協会作成の水道料金改定業務の手引きに記載の方法で計算
した口径別、水量区分別の配賦例を示す。
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（１）基本料金の配賦

①需要家費

検針・集金関係費は、１件１か月当たりの配賦額＝検針・集金関係費÷調定件数
により算出する。

資料P3のこの部分を計算して口径ごとに分けます
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量水器関係費は、使用口径の大小に応じて導入経費に差があることから、
調定件数とメーター購入単価（R5年度実績）を用いて算出する。

※量水器購入価格指数は、13㎜のメーター購入価格に対する比

※



【固定費の配分方法】
固定費の配分方法は、水道料金算定要領に示された４つの方法(ⅰ)
～ (ⅳ)と、基本料金と水量料金に均等に配分する方法の５パターン
を比較検討した。

（ⅰ）～（ⅳ）の方法では、基本料金または水量料金のどちらかに大幅な改定が必要となってしまうこ
とから、現行の料金体系に最も近い、固定費を均等に基本料金と水量料金に配分する方法を採用する。
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②固定費

この部分の分け方を決めます
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基本料金に配分された固定費は、調定件数と口径ごとの流量比を用いて算出する。

口径ごとに分けます
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（２）水量料金の配賦

水量料金に配分された固定費と変動費を、
調定水量で割って１㎥当たりの単価を算出する。
本市の水量料金は、逓増制を採用しているため、
現行の逓増度を維持するものとして試算した。

この部分を計算して１㎥当たりの単価を決めます
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手引きに基づく算定結果

【基本料金】
大幅な値上げとなる口径がある一方、値下
げとなる口径があり、料金改定率にばらつ
きが生じる結果となった。本市の状況や公
平性を加味し、調整を行う必要がある。
【水量料金】
概ね均等な改定率となり、公平性が保たれ
ていると考えられる。

基本料金について大幅な調整が必要である
ことから、手引きに基づき算出した料金体
系は使用せず、新座市の需要実態に合った
改定案を作成することとする。

（これまでの計算結果を集計したもの）

（１か月当たり）
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新座市の水道使用者の分布

13㎜・20㎜口径の水道使用者が全体の約98％を占めている。
使用水量では、0～20㎥までの使用者が約74％を占めている。
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改定案①全ての使用者に対して一律に改定するケース
改定案②一般家庭(口径13㎜・20㎜）に配慮したケース
改定案③大口使用者に配慮したケース

料金表改定案の比較
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※総括原価を料金収入で回収する計算になっているため、どの改定案でも給水収益の見込みはほぼ同額と
なる。

改定案①全ての使用者に対して一律に改定するケース
改定案②一般家庭(口径13㎜・20㎜）に配慮したケース
改定案③大口使用者に配慮したケース
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改定案①全ての使用者に対して一律に改定するケースは、現行の料金体系の
考え方を踏襲しつつ、全ての使用者に公平な改正となる。
改定案②一般家庭(口径13㎜・20㎜）に配慮したケースでは、最も使用者が
多い一般家庭の水道料金を抑えることができる一方、大口使用者の負担が大き
くなり、井戸への転換、併用などの水道離れが発生する恐れがあり、かえって
給水収益が減少する可能性もある。
改定案③大口使用者に配慮したケースでは、一般家庭の負担が大きくなるこ
とから、一般家庭に大口使用者の負担を転嫁することになる。

水道法施行規則にも水道の需要者相互の負担の公平性を勘案して料金設定しな
ければならないとされていることから、水道事業者としては本来は改定案①と
すべきところではあるが、昨今の物価高騰等の状況を勘案し、一般家庭の負担
を軽減するため、改定案②を事務局案として提案する。

料金表改定案の決定


